
 
                                           

1 

NY マーケットレポート（2019 年 8 月 5 日） 
 

 

出所：SBILM 
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NY市場レポート 

 

主要な米経済指標結果 

7 月 ISM 非製造業景況指数 53.7（予想 55.5・前回 55.1） 

7 月の米 ISM 非製造業景況指数は、市場予想を下回り、2016 年 8 月以来約 3 年ぶりの低水準となった。雇用

は 56.2（前月 55.0）と前月から上昇したものの、景況指数が 53.1（58.2）、仕入価格が 56.5（58.9）、新規

受注が 54.1（55.8）と低下したことが影響した。背景には、貿易を巡る懸念が企業や経済全体の見通しに対

する圧迫要因となったとの指摘も聞かれた。 

 

データを基に SBILMが作成 
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ダウ平均は 5営業日続落で 6/5以来の安値、ナスダックは 6 営業日続落で 6/6 以来の安値 

米株式市場は、米中間の通商問題を巡る対立が激化するとの懸念を背景に、投資家がリスク回避姿勢を強め

たことから、主要株価指数は軒並み大幅続落となった。ダウ平均株価は、序盤から軟調な動きとなり、一時

前日比 961ドル安まで下落し、767ドル安で取引を終え、5営業日続落で 6/5以来 2ヵ月ぶりの安値となった。 

ハイテク株中心のナスダックは、278ポイント安と 6営業日続落し、6/6 以来の安値で引けた。 

 

データを基に SBILMが作成 

 

データを基に SBILMが作成 

 

 

ドル/円は底固い動きが続く 
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NY 市場序盤に 106.24 まで上昇したものの、欧州市場序盤の 106.35 に達しなかったことに加え、欧米主要株

価指数の大幅下落を背景に、上値の重い値動きとなった。その後、7 月米 ISM 非製造業景況指数が約 3 年ぶ

りの低水準となったことも上値を圧迫する要因となった。また、中国当局が 1ドル=7元を超える人民元安を

容認し、人民元が対ドルで 2008 年 5 月以来の安値まで下落したことを受けて、トランプ米大統領が為替操作

は重大な違反だと非難し、米中間の対立激化への警戒感を背景に、主要株価指数が大幅に下落したほか、米

長期金利の低下加速にも影響され、ドルは上値の重い動きとなった。こうした中で、ドル/円は短期間での急

速な円高進行に対する警戒感も聞かれ、105円台後半での底堅い値動きが見られた。しかし、NY 市場引け後、

オセアニア市場で、米財務省が中国を為替操作国に認定したことを契機に、ドル/円は 105.52 まで下落した。 

 

出所：総合分析チャート 

前営業日のロシアルーブル、ブラジルレアル 

 

◇ロシアルーブル 

昨晩 8/5のルーブルは、対ドルで 65.1775ルーブルと対ドルで反発した一方、対円では 1.6269円と下落した。 

米中間の通商問題を巡る対立激化への懸念に対して、ロシア財務相がロシアの金融システムは外部の圧力に

耐えうると発言したことが好感され、対ドルで上昇した。 
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一方、ドル建のロシア RTS株価指数は 10.90Pts安の 1,282.29Pts、MOEX指数も 2,649.16Pts(25.74Pts 安）

と続落した。米中間の通商問題を巡る対立激化への懸念に加え、ブレント原油の下落にも影響された。 

 

◇ブラジルレアル 

レアルは対ドルで 3.9547 レアル、対円でも 26.822 円と対ドル、対円で下落した。中国政府が米国の対中制

裁関税に対する報復措置として米国からの農産物輸入停止を発表したほか、トランプ大統領による中国の為

替操作との非難など、米中間の対立激化による世界経済の減速懸念を背景に、レアルは対ドルで 5月末以来

の安値へ下落した。 

 

一方、ボベスパ指数は 2,575.93Pts 安の 100,097.75Pts と大幅に下落した。米中通商問題を巡る対立の激化

が嫌気され、一時 100,000Pts 割れまで下落する場面も見られるなど、軟調な値動きに終始した。 
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